
経
済
制
裁
の
実
効
性
確
保
に
向
け
た

新
外
為
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
へ
の
対
応

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
（
金
融
活
動
作
業
部
会
）
第
４
次
対
日
相
互
審
査
報
告
書
を
受
け
、
２
０
２
４
年
４
月
、「
外
国

為
替
取
引
等
取
扱
業
者
遵
守
基
準
を
定
め
る
省
令
」（
以
下
、
遵
守
基
準
）
が
施
行
さ
れ
た
。
こ
れ
に
よ
り
、

金
融
機
関
等
に
対
し
て
「
外
国
為
替
及
び
外
国
貿
易
法
」（
以
下
、
外
為
法
）
が
定
め
る
経
済
制
裁
措
置
を

適
切
に
実
施
す
る
た
め
に
内
部
管
理
態
勢
を
整
備
す
る
法
的
義
務
が
課
さ
れ
た
。
同
時
に
、
財
務
省
は
当

該
内
部
管
理
態
勢
を
検
証
す
る
た
め
の
新
た
な
検
査
を
開
始
し
た
。
本
稿
で
は
、
遵
守
基
準
や
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
が
金
融
機
関
等
に
求
め
る
内
部
管
理
態
勢
の
概
要
と
、
そ
の
現
状
の
課
題
に
つ
い
て
整
理
し
た
い
。

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と

Ｑ
＆
Ａ
の
公
表

　

財
務
省
は
、
国
際
的
な
協
力
の
下

で
行
わ
れ
る
資
産
凍
結
等
の
経
済
制

裁
措
置
の
実
効
性
を
確
保
す
る
観
点

か
ら
、
外
為
法
に
基
づ
い
て
課
さ
れ

た
諸
義
務
の
順
守
状
況
を
確
認
す
る

た
め
、
金
融
機
関
等
に
対
す
る
検
査

（
以
下
、
外
国
為
替
検
査
）
を
実
施

し
て
い
る
。
外
国
為
替
検
査
に
お
い

て
は
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
の
勧
告
を
踏
ま
え
、

マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
の
防
止

等
の
た
め
に
策
定
さ
れ
た
「
犯
罪
に

よ
る
収
益
の
移
転
防
止
に
関
す
る
法

律
」（
以
下
、
犯
収
法
）
に
掲
げ
る

諸
義
務
の
順
守
状
況
等
に
つ
い
て
も

確
認
し
て
い
る
。

　

外
国
為
替
検
査
の
実
施
に
当
た
り
、

財
務
省
は
こ
れ
ま
で
さ
ま
ざ
ま
な
ガ

イ
ダ
ン
ス
等
を
公
表
し
て
い
る
。
２

０
１
８
年
９
月
に
は
、「
外
国
為
替

検
査
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、
旧

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
５
次
審
査
に
向
け
、

金
融
機
関
の
内
部
管
理
態
勢
に
課
題
も

財
務
省

国
際
局
　
調
査
課
　

為
替
実
査
室

　
室
長

舟
橋
聡

　
為
替
実
査
官

梶
浦
猛
成
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ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
）
を
、
金
融
機
関
等

の
検
査
対
象
者
に
向
け
た
検
査
指
針

と
し
て
制
定
し
た
。
こ
の
中
で
は
、

マ
ネ
ー
・
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
対
策
お

よ
び
テ
ロ
資
金
供
与
対
策
（
マ
ネ
ロ

ン
等
対
策
）
に
つ
い
て
リ
ス
ク
を
特

定
・
評
価
し
、
リ
ス
ク
に
見
合
っ
た

低
減
措
置
を
講
じ
る
「
リ
ス
ク
ベ
ー

ス
・
ア
プ
ロ
ー
チ
」（
Ｒ
Ｂ
Ａ
）
の

考
え
方
を
導
入
し
た
。
旧
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
で
は
Ｒ
Ｂ
Ａ
の
考
え
方
に
基
づ

き
、
必
要
な
内
部
管
理
態
勢
の
整
備

等
に
関
す
る
具
体
的
な
検
査
項
目
を

詳
述
し
て
い
る
。

　

一
方
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告
１
（
リ
ス

ク
評
価
と
Ｒ
Ｂ
Ａ
）
に
お
い
て
は
、

資
産
凍
結
措
置
を
含
む
テ
ロ
資
金
供

与
お
よ
び
大
量
破
壊
兵
器
の
拡
散
に

寄
与
す
る
資
金
供
与
対
策
の
実
施
に

当
た
っ
て
、
金
融
機
関
が
自
身
の
扱

う
取
引
に
係
る
制
裁
違
反
リ
ス
ク

（
注
１
）
を
評
価
し
、
リ
ス
ク
評
価
の

結
果
に
応
じ
た
措
置
を
実
施
す
る
こ

と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。
加
え
て
、

そ
の
対
応
状
況
は
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
５
次

対
日
相
互
審
査
の
審
査
対
象
と
な
る
。

　

こ
う
し
た
こ
と
を
踏
ま
え
財
務
省

は
、
制
裁
違
反
リ
ス
ク
を
評
価
し
そ

の
リ
ス
ク
に
応
じ
た
低
減
措
置
を
実

施
す
る
た
め
の
態
勢
を
整
備
す
る
こ

と
を
法
律
上
、
義
務
付
け
る
も
の
と

し
て
遵
守
基
準
を
創
設
し
た
。
ま
た
、

こ
れ
に
基
づ
き
、
旧
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

を
発
展
的
に
改
組
す
る
か
た
ち
で
、

「
外
国
為
替
取
引
等
取
扱
業
者
の
た

め
の
外
為
法
令
等
の
遵
守
に
関
す
る

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
」（
以
下
、
新
ガ
イ

ド
ラ
イ
ン
）
を
制
定
し
た
。
併
せ
て
、

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
対
応
が
求
め
ら

れ
る
事
項
に
関
す
る
具
体
的
な
対
応

例
等
を
示
し
た
「
外
国
為
替
取
引
等

取
扱
業
者
の
た
め
の
外
為
法
令
等
の

遵
守
に
関
す
る
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
Ｑ
＆

Ａ
」（
以
下
、
Ｑ
＆
Ａ
）
も
公
表
し

た
。外

国
為
替
取
引
等
取
扱
業
者
に

求
め
ら
れ
る
事
項
を
明
確
化

　

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、
外
為
法

お
よ
び
犯
収
法
（
以
下
、
外
為
法
令

等
）
の
順
守
に
関
す
る
考
え
方
や
解

釈
、
検
査
指
針
を
79
項
目
の
「
対
応

が
求
め
ら
れ
る
事
項
」
と
し
て
整
理

し
て
い
る
。
全
体
像
は
図
表
１
の
と

お
り
で
あ
る
。

　

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
全
５
章
で
構

成
さ
れ
て
お
り
、
第
Ⅰ
章
で
、
新
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
制
定
の
背
景
や
目
的
、

基
本
的
な
考
え
方
を
示
し
て
い
る
。

第
Ⅱ
章
以
降
で
は
、
旧
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
の
記
載
ぶ
り
を
極
力
簡
素
化
し
つ

つ
、
外
国
為
替
取
引
等
取
扱
業
者

（
注
２
）
の
各
種
義
務
を
「
対
応
が
求

め
ら
れ
る
事
項
」
と
し
て
列
挙
す
る

か
た
ち
で
再
整
理
し
て
い
る
。
そ
れ

に
よ
り
、
外
国
為
替
取
引
等
取
扱
業

者
に
求
め
ら
れ
る
事
項
が
明
確
と
な

る
よ
う
に
し
て
い
る
。

　

各
章
は
細
か
な
項
目
に
分
か
れ
て

い
る
。
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
中
核
的

位
置
付
け
で
あ
る
の
が
第
Ⅱ
章
「
経

済
制
裁
措
置
に
関
す
る
事
項
」
で
あ

る
。
こ
の
中
で
は
、
Ⅱ－

１
か
ら
Ⅱ

－

５
ま
で
の
五
つ
の
区
分
に
お
い
て
、

経
済
制
裁
措
置
に
係
る
内
部
管
理
態

〔図表１〕 新ガイドラインの項目

第Ⅰ章： 外国為替取引等取扱業者のための外為法令
等の遵守に関するガイドラインについて

　１ ．ガイドライン策定の背景と目的
　２ ．外国為替検査実施に当たっての基本的な考え
方

第Ⅱ章： 経済制裁措置に関する事項
　１ ．内部管理態勢の整備等（経営陣の主導的関与、
統括責任者の任命等）

　２ ．内部管理態勢の整備等（三つの防衛線等）
　３ ．リスクの特定・評価
　４ ．リスク低減措置
　５ ．記録の作成及び保存
第Ⅲ章： 両替業務における取引時確認等及び疑わし

い取引の届出に関する事項並びに特定為替
取引等における本人確認義務等に関する事
項

　１ ．両替業者に関する内部管理態勢等
　２ ．両替業務に関する取引時確認等
　３ ．両替業務に関する疑わしい取引の届出
　４ ．特定為替取引等における本人確認義務等に関
する事項

第Ⅳ章： 銀行等又は資金移動業者による通知義務に
関する事項

第Ⅴ章： 特別国際金融取引勘定の経理等に関する事
項

（出所） 　財務省（図表２も同じ）
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勢
の
構
築
や
、
制
裁
違
反
リ
ス
ク
の

特
定
・
評
価
、
制
裁
違
反
リ
ス
ク
に

応
じ
た
低
減
措
置
の
実
施
等
を
求
め

て
い
る
。

　

第
Ⅲ
章
「
両
替
業
務
に
お
け
る
取

引
時
確
認
等
及
び
疑
わ
し
い
取
引
の

届
出
に
関
す
る
事
項
並
び
に
特
定
為

替
取
引
等
に
お
け
る
本
人
確
認
義
務

等
に
関
す
る
事
項
」
に
お
い
て
は
、

主
に
両
替
業
者
お
よ
び
両
替
業
務
を

行
う
金
融
機
関
等
に
、
犯
収
法
に
基

づ
く
マ
ネ
ロ
ン
等
対
策
に
関
す
る
対

応
を
求
め
て
い
る
。
こ
れ
は
、
旧
ガ

イ
ド
ラ
イ
ン
の
内
容
を
再
整
理
し
た

も
の
で
あ
る
た
め
、
旧
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
と
の
大
き
な
相
違
点
は
な
い
。
第

Ⅳ
章
「
銀
行
等
又
は
資
金
移
動
業
者

に
よ
る
通
知
義
務
に
関
す
る
事
項
」

お
よ
び
第
Ⅴ
章
「
特
別
国
際
金
融
取

引
勘
定
の
経
理
等
に
関
す
る
事
項
」

に
つ
い
て
も
同
様
で
あ
る
。

　

さ
ら
に
、
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、

現
在
実
施
中
の
規
制
等
を
別
添
と
し

て
添
付
し
、
一
覧
性
の
あ
る
か
た
ち

で
経
済
制
裁
措
置
等
に
係
る
義
務
を

順
守
す
る
上
で
の
参
考
資
料
を
示
し

て
い
る
。

　

ま
た
、
Ｑ
＆
Ａ
に
お
い
て
は
、
こ

れ
ま
で
外
為
法
に
関
し
て
財
務
省
か

ら
周
知
し
た
事
項
や
、
旧
ガ
イ
ド
ラ

イ
ン
の
内
容
の
う
ち
細
か
な
対
応
例

等
を
取
り
ま
と
め
て
い
る
。
24
年
７

月
に
は
、
同
年
３
月
に
財
務
省
が
ホ

ー
ム
ペ
ー
ジ
で
公
表
し
た
「
北
朝
鮮

Ｉ
Ｔ
労
働
者
に
関
す
る
企
業
等
に
対

す
る
注
意
喚
起
」
に
関
す
る
事
項
を

追
加
し
た
。
今
後
も
必
要
に
応
じ
て

Ｑ
＆
Ａ
の
改
訂
を
行
う
こ
と
を
予
定

し
て
い
る
。

新
た
な
外
為
検
査
の
着
眼
点

　

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
は
24
年
４
月
か

ら
適
用
さ
れ
た
。
こ
れ
を
受
け
、
財

務
省
は
、
従
来
の
外
国
為
替
検
査
の

内
部
管
理
態
勢
に
係
る
検
証
を
強
化

す
る
か
た
ち
で
、
順
守
基
準
お
よ
び

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ
く
新
た
な

外
国
為
替
検
査
（
以
下
、
新
検
査
）

を
開
始
し
た
。

　

新
検
査
に
お
い
て
は
、「
外
為
法

令
等
を
順
守
す
る
た
め
に
導
入
し
た

Ｒ
Ｂ
Ａ
が
適
切
に
機
能
し
て
い
る

か
」「
経
済
制
裁
措
置
に
係
る
内
部

管
理
態
勢
（
経
営
陣
の
主
導
的
関
与
、

人
材
育
成
、
規
程
の
整
備
等
）
が
適

切
に
構
築
さ
れ
て
い
る
か
」
等
の
確

認
を
、
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
の
「
対
応

が
求
め
ら
れ
る
事
項
」
ご
と
に
行
う
。

ま
た
、
こ
れ
ま
で
の
外
国
為
替
検
査

と
同
様
、
検
査
対
象
先
に
お
け
る
個

別
取
引
に
係
る
外
為
法
令
等
の
順
守

状
況
の
検
証
も
行
っ
て
い
る
。

　

金
融
機
関
等
に
お
い
て
は
、
こ
れ

ま
で
マ
ネ
ロ
ン
等
対
策
に
係
る
内
部

管
理
態
勢
の
整
備
や
Ｒ
Ｂ
Ａ
の
導
入

を
進
め
て
き
て
い
る
と
思
料
す
る
。

だ
が
、
経
済
制
裁
措
置
に
は
、
拡
散

金
融
や
ウ
ク
ラ
イ
ナ
情
勢
を
巡
る
各

種
措
置
等
の
幅
広
い
規
制
を
含
ん
で

お
り
、
必
ず
し
も
マ
ネ
ロ
ン
等
対
策

に
包
含
さ
れ
る
も
の
で
は
な
い
こ
と

に
留
意
が
必
要
で
あ
る
。

　

こ
の
た
め
、
各
金
融
機
関
等
は
、

制
裁
違
反
リ
ス
ク
の
評
価
結
果
（
注

３
）
を
踏
ま
え
て
、
制
裁
違
反
リ
ス

ク
へ
の
対
応
を
経
営
戦
略
等
に
お
け

る
課
題
の
一
つ
と
し
て
位
置
付
け
る

こ
と
が
重
要
で
あ
る
。
さ
ら
に
、
そ

の
経
営
戦
略
等
に
従
い
、
制
裁
違
反

リ
ス
ク
に
応
じ
た
リ
ス
ク
低
減
措
置

を
実
施
し
て
い
く
必
要
が
あ
る
。

　

ま
た
、
す
で
に
実
施
し
て
い
る
マ

ネ
ロ
ン
等
対
策
だ
け
で
は
不
十
分
な

点
が
あ
り
得
る
。
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

で
対
応
が
求
め
ら
れ
て
い
る
事
項
に

関
し
て
、
自
ら
の
対
応
で
不
足
し
て

い
る
点
が
な
い
か
を
検
証
す
る
こ
と

は
、
対
応
が
不
足
す
る
点
を
効
率
的

に
洗
い
出
し
、
抜
け
漏
れ
を
防
止
す

る
有
用
な
一
つ
の
方
法
と
し
て
考
え

ら
れ
る
。

　

遵
守
基
準
お
よ
び
新
ガ
イ
ド
ラ
イ

ン
が
求
め
る
対
応
の
う
ち
、
金
融
機

関
等
の
マ
ネ
ロ
ン
等
対
策
で
は
カ
バ

ー
で
き
て
い
な
い
可
能
性
の
あ
る
も

の
と
し
て
、
例
え
ば
「
経
済
制
裁
措

置
に
係
る
手
順
書
の
作
成
」
が
挙
げ

ら
れ
る
。
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、

「
各
リ
ス
ク
低
減
措
置
に
つ
い
て
手

続
の
詳
細
（
手
続
の
実
施
者
、
実
施

内
容
、
実
施
の
タ
イ
ミ
ン
グ
等
を
含

む
）
を
内
部
規
程
と
し
て
定
め
る
こ
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と
」
を
求
め
て
い
る
。
各
金
融
機
関

等
の
担
当
者
が
、
経
済
制
裁
措
置
に

係
る
リ
ス
ク
低
減
措
置
に
つ
い
て
、

外
国
為
替
取
引
等
に
係
る
日
々
の
オ

ペ
レ
ー
シ
ョ
ン
を
抜
け
漏
れ
な
く
実

施
で
き
る
粒
度
の
具
体
的
手
順
が
記

載
さ
れ
て
い
る
手
順
書
を
整
備
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　
「
担
当
役
員
を
統
括
責
任
者
に
任

命
す
る
こ
と
」
も
、
マ
ネ
ロ
ン
等
対

策
で
カ
バ
ー
で
き
て
い
な
い
可
能
性

の
あ
る
項
目
で
あ
る
。
制
裁
違
反
リ

ス
ク
の
評
価
お
よ
び
リ
ス
ク
低
減
措

置
等
の
実
施
に
責
任
を
負
う
統
括
責

任
者
が
、
組
織
内
で
順
守
基
準
お
よ

び
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
求
め
る
対
応

の
陣
頭
指
揮
を
執
れ
る
よ
う
、
職
務

を
全
う
す
る
に
足
る
必
要
な
権
限
等

（
注
４
）
を
統
括
責
任
者
に
付
与
す
る

こ
と
が
求
め
ら
れ
て
い
る
。

　

例
示
し
た
こ
れ
ら
の
対
応
を
行
う

こ
と
は
、
金
融
機
関
等
が
、
順
守
基

準
お
よ
び
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
に
基
づ

く
内
部
管
理
態
勢
の
整
備
を
進
め
る

上
で
大
前
提
と
な
る
も
の
で
あ
る
。

未
実
施
の
金
融
機
関
等
に
お
い
て
は
、

至
急
対
応
す
る
必
要
が
あ
る
と
考
え

て
い
る
。

検
知
さ
れ
た
不
備
の
傾
向
と

第
５
次
審
査
へ
の
展
望

24
年
４
月
か
ら
実
施
し
て
い
る
新

検
査
で
、
預
金
取
扱
金
融
機
関
に
お

け
る
内
部
管
理
態
勢
の
整
備
に
不
備

が
見
ら
れ
た
主
な
事
項
を
図
表
２
に

ま
と
め
た
。
検
知
さ
れ
た
不
備
の
傾

向
と
し
て
は
、「
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

が
求
め
る
事
項
に
対
す
る
理
解
が
十

分
で
な
い
な
か
、
マ
ネ
ロ
ン
等
対
策

で
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
へ
の
対
応
も
完

了
し
て
い
る
と
誤
認
し
て
い
た
」
と

い
う
事
例
が
多
く
見
受
け
ら
れ
る
。

図
表
２
は
、
そ
う
し
た
誤
認
の
下
で

態
勢
整
備
等
を
行
っ
た
場
合
に
、
新

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
が
求
め
る
事
項
と
の

差
分
が
生
じ
や
す
い
項
目
を
示
す
も

の
で
も
あ
る
。
各
金
融
機
関
等
に
お

い
て
新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
へ
の
準
拠
状

況
を
検
証
す
る
際
に
は
こ
れ
も
参
照

し
つ
つ
、
そ
の
検
証
を
行
っ
て
も
ら

い
た
い
。

　

財
務
省
で
は
、
こ
れ
ら
の
項
目
を

中
心
に
、
金
融
機
関
等
へ
の
説
明
会

の
場
等
に
お
い
て
、
具
体
的
な
対
応

例
等
を
示
し
て
い
る
。
そ
う
し
た
取

り
組
み
を
通
じ
て
、
広
く
金
融
機
関

等
に
お
け
る
経
済
制
裁
措
置
に
係
る

内
部
管
理
態
勢
の
整
備
を
支
援
し
、

遵
守
基
準
や
新

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン

の
よ
り
一
層
の

浸
透
を
図
る
こ

と
と
し
て
い
る
。

各
金
融
機
関
等

に
は
、
引
き
続

き
そ
の
よ
う
な

説
明
会
等
の
機

会
も
活
用
し
、

態
勢
の
高
度
化

を
進
め
て
も
ら

い
た
い
。

　

Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
相

互
審
査
に
お
い

て
は
、
40
の
勧

告
（
法
令
の
整

備
状
況
を
検
証

す
る
も
の
）
と
、

そ
の
有
効
性
（Im

m
ediate O

ut-

com
e

＝
Ｉ
Ｏ
）
を
検
証
す
る
11
の

項
目
に
基
づ
き
審
査
が
行
わ
れ
る
。

経
済
制
裁
措
置
に
係
る
官
民
に
お
け

る
対
応
の
有
効
性
に
つ
い
て
は
、
Ｉ

Ｏ
10
（
テ
ロ
資
金
供
与
の
予
防
的
措

置
と
資
産
凍
結
措
置
）
お
よ
び
Ｉ
Ｏ

〔図表２〕 預金取扱金融機関において多く不備が見られた
新ガイドラインの項目

【内部管理態勢の構築】
•  統括責任者の任命等（Ⅱ－1－①）
•  リスク低減措置の策定及び実施（Ⅱ－1－⑤）
•  手順書の作成・見直し（Ⅱ－1－⑥）
•  経済制裁措置に係る研修の実施（Ⅱ－1－⑧）
•  内部監査計画の策定と監査の実施（Ⅱ－2－⑤）
【リスクの特定・評価】
•  制裁違反リスクの特定（Ⅱ－3－①）
•  リスク評価の見直し（Ⅱ－3－④）
【リスク低減措置の実施】
•  外部からリストの提供を受ける場合におけるリストの正確性の確保
（Ⅱ－4－⑴－④）
•  フィルタリングシステムの設定・管理（Ⅱ－4－⑴－⑤）
•  適法性の確認を実施するために必要な情報の把握（Ⅱ－4－⑵－①）
•  特定国等・特定取引・特定目的等に係る規制への対応（Ⅱ－４－⑷－②）
•  規制対象の行為等への対応（Ⅱ－4－⑸－③）
•  経済制裁措置に違反した場合の対応（Ⅱ－４－⑸－⑥）

（注） 　かっこ内は新ガイドラインの章および項目番号を記載。
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11
（
大
量
破
壊
兵
器
の
拡
散
に
関
与

す
る
者
に
対
す
る
資
産
凍
結
措
置
）

を
中
心
に
審
査
さ
れ
る
と
思
わ
れ
る
。

　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
５
次
相
互
審
査
に
お

い
て
は
、
有
効
性
を
検
証
す
る
11
の

項
目
に
加
え
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告
１

（
リ
ス
ク
評
価
と
Ｒ
Ｂ
Ａ
）
に
基
づ

く
Ｒ
Ｂ
Ａ
に
係
る
対
応
状
況
が
重
点

的
に
審
査
さ
れ
る
こ
と
に
な
っ
て
い

る
。
経
済
制
裁
に
係
る
リ
ス
ク
に
対

す
る
理
解
や
、
リ
ス
ク
に
基
づ
い
た

適
切
な
低
減
措
置
の
実
施
等
の
対
応

が
、
い
か
に
官
民
に
浸
透
し
て
い
る

か
を
示
す
こ
と
が
非
常
に
重
要
な
課

題
と
な
る
。

　

こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
通
じ
て
、

金
融
機
関
等
の
内
部
管
理
態
勢
の
高

度
化
を
促
し
て
き
た
結
果
、
官
民
双

方
で
経
済
制
裁
措
置
に
係
る
日
本
の

対
応
が
よ
り
強
化
さ
れ
て
い
る
こ
と

を
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
５
次
対
日
相
互
審
査

で
示
し
た
い
。＊　

＊　

＊

　

近
年
、
わ
が
国
を
取
り
巻
く
安
全

保
障
環
境
は
一
段
と
厳
し
さ
を
増
し

て
お
り
、
経
済
安
全
保
障
の
重
要
性

が
こ
れ
ま
で
以
上
に
高
ま
っ
て
い
る
。

日
本
の
金
融
機
関
等
が
不
法
な
取
引

や
リ
ス
ク
あ
る
取
引
に
巻
き
込
ま
れ

る
こ
と
を
防
止
し
、
ひ
い
て
は
日
本

の
経
済
安
全
保
障
を
強
化
す
る
た
め

に
は
、
各
金
融
機
関
等
が
外
為
法
令

を
順
守
し
、
経
済
制
裁
措
置
の
実
効

性
を
確
保
す
る
こ
と
が
必
要
で
あ
る
。

官
民
を
挙
げ
た
外
為
法
令
順
守
に
向

け
た
取
り
組
み
が
、
非
常
に
重
要
と

な
る
。

　

そ
の
よ
う
な
取
り
組
み
の
結
果
と

し
て
、
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
第
５
次
対
日
相
互

審
査
に
お
い
て
、
日
本
の
官
民
に
お

け
る
経
済
制
裁
措
置
に
係
る
対
応
の

有
効
性
を
示
す
こ
と
が
で
き
る
も
の

と
考
え
て
い
る
。
財
務
省
と
し
て
は
、

新
ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
と
そ
の
Ｑ
＆
Ａ
の

公
表
お
よ
び
新
検
査
の
実
施
等
が
、

金
融
機
関
等
に
お
け
る
さ
ら
な
る
経

済
制
裁
措
置
の
実
効
性
確
保
に
つ
な

が
る
よ
う
、
引
き
続
き
必
要
な
取
り

組
み
を
進
め
て
い
き
た
い
。

（
注
）１　
Ｆ
Ａ
Ｔ
Ｆ
勧
告
１
を
踏
ま
え
、
新

ガ
イ
ド
ラ
イ
ン
で
は
、
制
裁
違
反
リ
ス

ク
を
「
為
替
取
引
等
に
お
け
る
顧
客
の

支
払
等
や
自
ら
が
行
う
取
引
等
に
つ
い

て
、
経
済
制
裁
措
置
に
違
反
す
る
若
し

く
は
違
反
す
る
お
そ
れ
の
あ
る
又
は
規

制
に
該
当
す
る
こ
と
を
免
れ
る
た
め
に

偽
装
さ
れ
た
取
引
等
を
行
う
リ
ス
ク
」

と
定
義
し
て
い
る
。

２　
外
国
為
替
取
引
等
取
扱
業
者
と
は
、

銀
行
等
、
資
金
移
動
業
者
、
電
子
決
済

手
段
等
取
引
業
者
等
お
よ
び
両
替
業
者

を
い
う
。

３　
当
該
リ
ス
ク
を
マ
ネ
ロ
ン
等
の
リ

ス
ク
評
価
に
加
味
し
て
評
価
し
た
も
の

で
も
差
し
支
え
な
い
。

４　
例
え
ば
、
適
切
な
意
思
決
定
を
行

う
に
当
た
り
必
要
と
さ
れ
る
報
告
を
各

担
当
部
署
よ
り
受
け
、
承
認
を
行
う
権

限
等
。

ふ
な
ば
し　

さ
と
し

大
蔵
省
入
省
。
国
際
局
為
替
実
査
室
、

外
国
為
替
室
の
各
課
長
補
佐
、
四
国

財
務
局
高
知
事
務
所
長
等
を
経
て
22

年
７
月
か
ら
現
職
。

か
じ
う
ら　

た
け
な
り

財
務
省
（
国
際
局
資
金
移
転
対
策

室
）、
金
融
庁
（
総
合
政
策
局
マ
ネ

ー
ロ
ー
ン
ダ
リ
ン
グ
・
テ
ロ
資
金
供

与
対
策
企
画
室
）
等
を
経
て
23
年
７

月
か
ら
現
職
。
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